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研究要旨 

1995 年から 2016 年約 20 年間でがん患者の生存率はどのように変化したかを、6 府県の

住民ベースのがん登録資料を用いて、がん種別、性別、年齢階級別、進行度別に分析する。

がん患者全体の生存率についても部位、年齢階級、進行度分布を調整した上で評価した。ま

た、大腸がんについては、治療内容の変遷と生存率の推移について分析を行った。全進行度

のがん種別にみた 10 年生存率では、進行度の分布の変化を考慮していないため、この 20

年間で限局患者割合が大きく増加した前立腺がん患者や肺がん女性で変化が大きかった。

また、治療法の進歩があったと考えられる悪性リンパ腫や白血病の 10 年生存率の向上が大

きかった。全がんの 10 年生存率の推移をがん種、年齢、進行度を 2012-16 年の分布にそろ

えた推移を検討した。男性では調整なしの場合、10 年生存率が 14.5 ポイント向上したが、

がん種・年齢・進行度を調整すると 8.9 ポイントにとどまった。この差は早期がんの増加、

予後のよいがん種の罹患数の増加により説明できる。女性では調整なしで 9.8 ポイント、が

ん種・年齢・進行度を調整すると 7.8 ポイントの向上であり、差はあまり大きくなかった。

大腸がんでは 2005 年以降、腹腔鏡治療の件数が増加し、外科的治療は減少した。生存率の

推移では補助療法を行った症例や領域・遠隔転移などで生存率の向上が見られた。住民ベー

スのがん登録資料を用いて、性・年齢・進行度別に各種治療内容ごとに詳細に生存率の推移

を分析し、公表することで、臨床現場や患者・家族に情報還元することが可能となる。 

 

Ａ．研究目的 

①全がん・主要部位別のトレンドにおける各要因

の影響 

1995 年から 2016 年約 20 年間でがん患者の生

存率はどのように変化したかを、6 府県の住民ベー

スのがん登録資料を用いて、がん種別、性別、年齢

階級別、進行度別に分析する。がん患者全体の生存

率についても部位、年齢階級、進行度分布を調整し

た上で評価する。 

 

②大腸がんにおける治療法変遷及び生存率の推移 

 大腸がんについて、特にこの 20 年間で大きく変

化した治療法の変遷および生存率の推移について、

性・年齢階級・進行度別に詳細の分析を行い、大腸

がん医療のトレンドを報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

①全がん・主要部位別のトレンドにおける各要因

の影響 

山形、宮城、福井、新潟、大阪、長崎の 1995-2015

年診断のがん登録情報を使用した。年齢は 15-64、

65-74、75 歳以上の区分を使用し、進行度は限局、

領域、遠隔転移に分類した。進行度不明例は多重代

入法により補完した。がん患者全体の生存率のト

レンドは性別に、2012-2015 年診断患者の部位、年

齢階級、進行度分布を標準集団として、調整し向上

の程度を計測した。Pohar-Perme 法を用いて、1、

5、10 年生存率を算出した。Cohort 法による生存

率算出（図 1 の実線部分）を基礎とするが、2012-

15 年の 5 年生存率、2006-08、2009-11、2012-15

年の 10 年生存率は Period 法により算出した（図

1 の点線部分）。 

 

②大腸がんにおける治療法変遷及び生存率の推移 

 ①と同様のデータセットを使用し、大腸がんに

着目し、この 20 年間で変化した治療法の推移につ

いて分析し、それらの生存率（net survival）の推

移も検討した。生存率の推移は腹腔鏡治療が普及

し始めた 2005 年以降について検討した。 

 

 治療内容は以下の初期治療の有無について分析

した。 



• 外科的治療     

• 腹腔鏡治療 

• 内視鏡治療 

• 化学療法 

 

また、治療の組み合わせは以下のように分類し

た。 

• 外科的（Open Surgery のみ） 

• 腹腔鏡（Laparoscopic のみ） 

• 内視鏡（Endoscopic のみ） 

• 外科的＋内視鏡 

• 外科的 and/or 腹腔鏡＋化学療法 

• 外科的＋その他治療 

• 化学療法のみ 

• 侵襲的治療なし 

 

Ｃ．研究結果 

①全がん・主要部位別のトレンドにおける各要因

の影響 

がん種別に年齢、進行度別に 1、5、10 年生存率

のトレンドを確認した。1995-1999 年診断症例

（Cohort 法）から 2012-2016 年 Follow-up 症例

（Period 法）について全進行度のがん種別にみた

10 年生存率を図 2 に示した。進行度の分布の変化

を考慮していないため、この 20 年間で限局患者割

合が大きく増加した前立腺がん患者や肺がん女性

における 10 年生存率の変化が大きい。また、治療

法の進歩があったと考えられる悪性リンパ腫や白

血病の 10 年生存率の向上が大きかった。 

進行度別では領域浸潤の生存率向上が目立った。

また、若年や 1 年生存率の向上は遠隔転移におい

ても観測された。これらを総合して、全がんの 1年、

5 年、10 年生存率の推移をがん種、年齢、進行度

を2012-16年の分布にそろえた推移を検討した（表

1、図 3）。男性では調整なしの場合、10 年生存率

が 14.5 ポイント向上したが、がん種・年齢・進行

度を調整すると 8.9 ポイントにとどまった。この差

は早期がんの増加、予後のよいがん種の罹患数の

増加により説明できる。女性では調整なしで 9.8 ポ

イント、がん種・年齢・進行度を調整すると 7.8 ポ

イントの向上であり、差はあまり大きくなかった。 

 

②大腸がんにおける治療法変遷及び生存率の推移 

 1990 年代から 2005 年あたりまで、大腸がん患

者において外科的治療を行う人がほとんどであっ

たが、2005 年以降、腹腔鏡治療の登場により、そ

の実施件数も増加し、外科的治療数が減少した（図

4-1、4-2）。内視鏡治療の実施は全体の 5～10％程

度で推移していた（図 4-3）。また、化学療法の実施

件数も増加傾向にある（図 4-4）。主な治療法の組

み合わせ（合計 100％）の変遷を全進行度および進

行度別でみると、腹腔鏡治療が登場するまでは、外

科的治療が主な治療法であり、全進行度で 50%以

上の患者で実施されていたが、腹腔鏡治療登場以

後は大きく減少している。2012-15 年では外科的治

療 and/or 腹腔鏡治療＋化学療法と腹腔鏡治療のみ、

外科的治療のみが同程度になっている（図 5-1）。

限局患者に着目すると、腹腔鏡治療のみが全体の

40％となっており、主たる治療方法に置き換わっ

た（図 5-2）。領域・遠隔転移では外科的治療 and/or

腹腔鏡治療＋化学療法が増えており、全体の 40％

以上を占めている（図 5-3、5-4）。 

 治療法別の 5 年生存率の推移を表 2-1、2-2 に示

した。腹腔鏡治療が開始し始めた 2005 年以降に関

して着目した。 

 年齢階級別、進行度別、がんの発生部位、治療内

容ごとにみた 5 年生存率を表 2-1、2-2 に示した。

年齢ごとには大きな生存率の向上は見られないが、

進行度別でみると、領域浸潤、遠隔転移例で若干の

向上が見られた。外科的治療例では生存率が低く

なる傾向が見られた。一方、腹腔鏡治療や内視鏡治

療群ではほぼ 100％に近い値で推移している。化学

療法など補助療法を必要とする群や外科的治療を

できない群では生存率が低い傾向が見られた。 

 

Ｄ．考察 

①全がん・主要部位別のトレンドにおける各要因

の影響 

 1995 年から 2016 年までの 6 府県のがん登録資

料を用いて、1、5、10 年生存率の 20 年間の推移を

示した。全がん生存率は政策的にも参照されやす

い指標であり、がん医療の評価指標となるが、がん

種や進行度、年齢の分布の変化に大きく影響を受

けているため、それらを最新の分布にそろえる調

整をそれぞれ行うことで、それぞれの交絡因子の

影響度を定量的に示すことが可能となった。全体

的な生存率の向上は無調整の場合だと過大評価さ

れていることが示唆された。 

がん種別にも詳細に生存率推移の評価を行うこ

とで、早期診断の増加と治療技術の向上の影響を

それぞれ評価できる。臨床現場や患者・家族への情

報発信として、本研究内容を論文発表するととも

に Web など参照しやすい形で情報公開し、社会に

還元していく必要がある。 

 

②大腸がんにおける治療法変遷及び生存率の推移 

 本研究対象期間において、大腸がんの治療では、

2005 年ころから腹腔鏡治療が登場するなど大きな

変化があった。外科的治療を行った患者の生存率

が低下していたのは、腹腔鏡治療など侵襲の少な

い治療に移行できる患者が外科的治療群の対象か

ら除かれたためと考えられる。住民全体の大腸が

ん治療において、どのような治療内容が行われて

いるかを年次推移で検討することで、新規治療ア

プローチの普及の程度が示される。また、治療法別

の生存率情報は臨床現場や患者・家族によっても



有益な情報であるが、住民ベースのがん登録資料

で詳細に紹介されてこなかった。 

本研究では、今後、性・年齢・進行度別に治療方

法の変遷と、生存率の推移を算出し、また、過剰ハ

ザードモデルなどを用いて共変量調整を行った上

での生存率の向上について検討していく。 

 

Ｅ．結論 

 住民ベースのがん登録資料を用いて、長期間に

わたり、生存率の推移を詳細に分析し、公表するこ

とで、臨床現場や患者・家族にがん情報の還元を行

うことが可能になる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
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２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし 

 

 

 

  



 
図 1. 生存解析の対象 

 

 
図 2. 1995-99 年および 2012-16 年診断症例のがん種別の 10 年生存率の推移 

 

表 1. がん患者全体の生存率のトレンド（各種調整） 

 



 
図 3. 全部位のがん患者の生存率の推移（部位、年齢、進行度補正） 



     
図 4-1. 大腸がん患者における外科的治療の有無の推移            図 4-2. 大腸がん患者における腹腔鏡治療の有無の推移 

     
図 4-3. 大腸がん患者における内視鏡治療の有無の推移            図 4-4. 大腸がん患者における化学療法の有無の推移 



      
図 5-1. 主な組み合わせで見た治療法の変遷（全進行度）          図 5-2. 主な組み合わせで見た治療法の変遷（限局） 

     
図 5-3. 主な組み合わせで見た治療法の変遷（領域）            図 5-4. 主な組み合わせで見た治療法の変遷（遠隔） 



表 2-1. 大腸がん患者の基本属性別・治療法別 5年 Net survival の推移：2005-2016 年、男性 

 
 

表 2-2. 大腸がん患者の基本属性別・治療法別 5年 Net survival の推移：2005-2016 年、女性 

 


